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神戸市指定居宅サービス事業者、介護保険施設及び指定介護予防

サービス事業者の指定等に関する要綱 

 

(平成２４年４月１日保健福祉局長決定) 

        （平成３０年４月１日改正) 

(令和３年４月１日改正) 

(令和５年４月１日改正) 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法第123号。以下「法」という。）、介

護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「規則」という。）及び健康保

険法等の一部を改正する法律(平成18年法律第83号)附則第130条の2第1項の規定に

よりなおその効力を有するものとされた同法第26条の規定による改正前の介護保

険法(平成9年法律第123号。以下「旧法」という。)に定めるもののほか、指定居宅

サービス事業者、介護保険施設及び指定介護予防サービス事業者の指定、許可又は

申出若しくは届出の受理（以下「指定等」という。）に関し必要な事項を定める。 

 

（指定等の申請） 

第２条 法第70条第１項、第86条第１項及び第115条の２第１項の規定による指定並

びに第94条第１項及び第107条第１項による許可の申請は、第１号様式により行う

ものとする。 

２ 第70条の２第１項（第115条の11において準用する場合を含む。）、第86条の２

第１項及び旧法第107条の２第１項の規定による指定の更新並びに第94条の２第１

項及び第108条第１項による許可の更新の申請は、第10号様式により行うものとす

る。 

３ 前２項の指定又は許可を受けた者は、その旨を当該指定に係る事業所又は施設

（以下「事業所等」という。）の見やすい場所に標示するものとする。 

 

（指定を不要とする旨の申出） 

第３条 法第71条第１項ただし書及び第72条第１項ただし書の規定による申出は、第

２号様式により行うものとする。 

 

（変更の届出等） 

第４条 法第75条第１項、第89条、第99条第１項、第113条第１項及び第115条の５第

１項並びに旧法第111条の規定による届出は、変更に係るものにあっては第３号様

式により、事業の再開に係るものにあっては第３号の２様式により行うものとする。 

２ 法第75条第２項、第99条第２項、第113条第２項及び第115条の５第２項の規定に

よる廃止又は休止の届出は、第４号様式により、それぞれ行うものとする。 
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（指定の辞退） 

第５条 法第91条及び第113条の規定による指定の辞退は、第５号様式により行うも

のとする。 

 

（開設許可事項の変更の申請） 

第６条 法第94条第２項及び法第107条第２項の規定による変更の許可の申請は、第６

号様式により行うものとする。 

 

（管理者の承認の申請） 

第７条 法第95条第１項及び法第109条第１項の規定による承認の申請は、第７号様式

により行うものとする。 

 

（広告事項の許可の申請） 

第８条 法第98条第１項第４号及び第112条第１項第４号の規定による許可の申請は、

第８号様式により行うものとする。 

 

（指定介護療養型医療施設の入所定員の変更の申請） 

第９条 旧法第108条第１項の規定による変更の申請は、第９号様式により行うものと

する。 

 

（兵庫県等への情報提供） 

第10条 市長は、第２条から前条までの規定による指定等をしたときは、兵庫県、兵

庫県国民健康保険団体連合会その他の関係する機関に対して、当該指定等に係る事

業所等に関する情報のうち、次に掲げる事項を提供するものとする。 

 (１)事業所等の名称及び所在地 

 (２)当該事業所等の指定等の申請者又は開設者の名称及び主たる事務所の所在地

並びに代表者の氏名及び住所（当該指定等に係る事業所等が法人以外の者の開

設する病院又は診療所であるときは、開設者の氏名及び住所） 

 (３)指定年月日及び指定更新年月日並びに指定有効期間満了日 

 (４)事業開始年月日 

 (５)運営規程 

 (６)介護保険事業所番号 

 (７)管理者の氏名 

 (８)その他市長が必要と認める事項 

２ 前項の規定は、法第71条第１項本文及び第72条第１項本文の指定に係る情報につ

いて準用する。 

３ 市長は、前２項の情報の提供に関する業務の全部又は一部を他の機関に委託する

ことができる。 
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（公示） 

第11条 法第78条、第93条、第104条の２、第114条の７及び第115条の10並びに旧法

第115条の規定による公示は、各条各号の措置に係る事業所等に関する次に掲げる

事項について行うものとする。 

(１)指定居宅サービス事業者、介護保険施設又は指定介護予防サービス事業者の名

称及び所在地 

(２)当該事業所等の指定等の申請者又は開設者の名称及び主たる事務所の所在地

（当該指定等に係る事業所等が法人以外の者の開設する病院又は診療所である

ときは、開設者の氏名及び住所） 

(３)指定等、指定の辞退、指定若しくは許可の取消し、指定の全部若しくは一部の

効力の停止又は事業の廃止の年月日 

 (４)サービスの種類 

 (５)その他市長が必要と認める事項 

 

（標準様式） 

第12条 本要綱に掲げる各号の様式は、指定等の適切な申請、申出又は届出を担保す

るための標準様式として提示するものであり、当該様式以外の様式等を使用してい

た場合であっても、本要綱によりその様式を使用するとしている申請、申出又は届

出に必要な事項が遺漏なく記載されている場合は、標準様式以外の様式による申請

又は届出を行うことができるものとする。 

２ 申請、申出又は届出を行う場合は、前項に掲げる標準様式のほか、付表、参考様

式等を、適宜、使用するものとする。 

 

（実施細目） 

第13条 この要綱に規定するもののほか、指定居宅サービス事業者、介護保険施設及

び指定介護予防サービス事業者の指定等に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

（必要な準備） 

第２条 市長は、この要綱の施行日前においても、指定介護サービス事業者、指定介

護予防サービス事業者及び介護保険施設の指定等に関し、必要な手続を行うことが

できる。 

   附 則 

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 
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この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 



第１号様式  

指定居宅サービス事業所

指定介護予防サービス事業所

介護保険施設

指定（許可）申請書

年 月 日

市長 様

申請者

　  介護保険法に規定する事業所（施設）に係る指定（許可）を受けたいので、下記のとおり、

関係書類を添えて申請します。

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

電話番号 （内線） ＦＡＸ番号

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

訪問介護 付表１

訪問入浴介護 付表２

訪問看護 付表３

訪問リハビリテーション 付表４

居宅療養管理指導 付表５

通所介護 付表６

通所リハビリテーション 付表７

短期入所生活介護 付表８

短期入所療養介護 付表９

特定施設入居者生活介護 付表１０

福祉用具貸与 付表１１

特定福祉用具販売 付表１２

介護老人福祉施設 付表１３

介護老人保健施設 付表１４

介護医療院 付表１５

介護予防訪問入浴介護 付表２

介護予防訪問看護 付表３

介護予防訪問リハビリテーション 付表４

介護予防居宅療養管理指導 付表５

介護予防通所リハビリテーション 付表７

介護予防短期入所生活介護 付表８

介護予防短期入所療養介護 付表９

介護予防特定施設入居者生活介護 付表１０

介護予防福祉用具貸与 付表１１

特定介護予防福祉用具販売 付表１２

介護保険事業所番号 （既に指定又は許可を受けている場合）

医療機関コード等 （保険医療機関として指定を受けている場合）

＊　 裏面に記載に関しての備考があります。

　　法人の吸収合併又は吸収分割における指定（許可）申請時に☑

指
定
居
宅
サ
ー

ビ
ス

指定（許可）申
請対象事業等
（該当事業に

○）

既に指定（許
可）を受けてい
る事業等（該当

事業に○）

フリガナ

所在地

（郵便番号

代表者職名・氏名

名称

申
　
請
　
者

職名

様　式

連絡先

主たる事務所の
所在地

Email

代表者の職名・氏
名・生年月日

フリガナ

氏　名
生年
月日

名称

代表者の住所

同一所在地において行う事業等の種類

指
定
介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス

神戸

指
定

（
許
可

）
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
所
・
施
設
の
種
類

（郵便番号

法人等の種類

施
設

指定（許可）申請をする
事業等の開始予定年

月日

共生型
サービ
ス申請
時に☑



第２号様式

指定を不要とする旨の届出書

年 月 日

市長 様

申請者

次のとおり指定を不要とする旨を申し出ます。

備考　申し出を行う居宅サービスについて○印を付してください。

申出に係る居宅サービス
の種類

神戸

開設者

管理者

氏名

所在地

施設種別

名称

住所

所在地

短期入所療養介護

介護予防短期入所療養介護

訪問看護

介護予防訪問看護

訪問リハビリテーション

介護予防訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

名称

代表者職名・氏名　

介護予防居宅療養管理指導

通所リハビリテーション

介護予防通所リハビリテーション

医療機関コード等

介護保険事業所番号



第３号様式

変更届出書

年 月 日

市長 様

申請者

次のとおり指定を受けた内容を変更しましたので届け出ます。

年 月 日

事業所（施設）の名称 （変更前）

事業所（施設）の所在地

申請者の名称

主たる事務所の所在地

法人等の種類

代表者（開設者）の氏名、生年月日及び住所

登記事項証明書・条例等

（当該事業に関するものに限る。）

共生型サービスの該当有無

事業所（施設）の建物の構造、専用区画等

利用者の推定数

 事業所（施設）の管理者の氏名、生年月日及び住所

（介護老人保健施設は、事前に承認を受ける。）

（変更後）

運営規程

協力医療機関（病院）・協力歯科医療機関

事業所の種別

提供する居宅療養管理指導の種類

事業実施形態

（本体施設が特別養護老人ホームの場合の

空床型・併設型の別）

利用者、入所者又は入院患者の定員

福祉用具の保管・消毒方法

（委託している場合にあっては、委託先の状況）

併設施設の状況等

介護支援専門員の氏名及びその登録番号

備考

変更の内容

所在地

名称

代表者職名・氏名　

変更があった事項（該当に○）

神戸

介護保険事業所番号

所在地

備品（訪問入浴介護事業及び介護予防訪問入浴介護事業）

サービス提供責任者の氏名、生年月日、住所及び経歴

指定内容を変更した事業所等

サービスの種類

名称

変更年月日

1 「（参考）変更届への標準添付書類一覧」を確認し、必要書類を添付してください。
2  「変更があった事項」の「変更の内容」は、変更前と変更後の内容が具体的に分かるように記入してください。
なお、電子申請届出システムを利用する際は、「サービスの種類」に該当する付表に変更前と変更後の内容を入力、付表以
外の添付書類等の変更内容は、「変更の内容」の（変更前）と（変更後）欄に、変更前と変更後の内容が具体的に分かるよう
に入力してください。



第３号の２様式

再開届出書

年 月 日

市長 様

申請者

次のとおり事業を再開しましたので届け出ます。

年 月 日

備考 事業の再開に係る届出にあっては、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式1）を添付してください。

神戸

介護保険事業所番号

所在地

名称

代表者職名・氏名　

再開した事業所

再開した年月日

サービスの種類

名称

所在地



第４号様式

廃止・休止届出書

年 月 日

市長 様

申請者

次のとおり事業を廃止（休止）するので届け出ます。

年 月 日

年 月 日

備考 廃止又は休止する日の１月前までに届け出てください。

所在地

名称

代表者職名・氏名　

休止

廃止（休止）する事業所

介護保険事業所番号

神戸

サービスの種類

現にサービス又は支援を
受けている者に対する措置

休止予定期間

廃止・休止の別

廃止・休止する年月日

廃止・休止する理由

・

休止日 ～

名称

所在地

廃止



第５号様式

指定辞退届出書

年 月 日

市長 様

申請者

次のとおり指定を辞退したいので届け出ます。

年 月 日

年 月 日

備考 指定を辞退する日の１月前までに届け出てください。

所在地

名称

代表者職名・氏名　

指定を辞退する施設

サービスの種類

神戸

現に施設に入所している者に対する措置

指定を受けた年月日

指定を辞退する年月日

指定を辞退する理由

介護保険事業所番号

名称

所在地



第６号様式

介護老人保健施設・介護医療院　開設許可事項変更申請書

年 月 日

市長 様

申請者

次のとおり開設許可事項の変更の許可を申請します。

年 月 日
年 月 日

（変更前）

（変更後）

備考 1  変更内容が分かる書類を添付してください。
2  「変更事項」の「変更の内容」は、変更前と変更後の内容が具体的に分かるように記入してください。
なお、電子申請届出システムを利用する際は、介護老人保健施設の許可又は介護医療院の許可に該当する付表に
変更前と変更後の内容を入力、付表以外の添付書類等の変更内容は、「変更の内容」の（変更前）と（変更後）欄に、
変更前と変更後の内容が具体的に分かるように入力してください。

敷地面積

建物建造

施設の共用の場面の利用計画

運営規則（職種・員数・職務内容・入所定員の増加に関す
る部分に限る。）

協力病院の変更

申請に係る施設

開設許可年月日

神戸

変更事項（該当に○） 変更の内容

介護保険事業所番号

名称

所在地

所在地

名称

代表者職名・氏名　

変更年月日



第７号様式

介護老人保健施設・介護医療院　管理者承認申請書

年 月 日

市長 様

申請者

次のとおり管理者の承認を申請します。

備考 管理者になろうとする者の経歴等を添付してください。

管理者就任予定日

神戸

申請理由（該当に○）

申請に係る施設

管理者になろうとする者の氏名、
住所及び資格

所在地

氏名

住所

資格

新規開設のため

管理者の変更のため

年 月 日

名称

所在地

介護保険事業所番号

代表者職名・氏名

名称



第８号様式

介護老人保健施設・介護医療院　広告事項許可申請書

年 月 日

市長 様

申請者

次のとおり広告の許可を申請します。

神戸 所在地

名称

代表者職名・氏名

介護保険事業所番号

許可を受けようとする広告事項

広告の内容

広告の方法



第９号様式

指定介護療養型医療施設指定変更申請書

年 月 日

市長 様

申請者

次のとおり指定の変更を申請します。

（変更前） （変更後）

備考 １ 「当該申請に係る施設の指定介護療養型医療施設の類型」については、当該項目番号に○を付し

てください。

２ 以下の書類を添付（当該申請に係る病棟又は病室に係るものに限る。）してください。
（１）施設の使用許可書の写し

（２）建物の構造概要及び平面図ならびに設備の概要

（３）当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態

神戸

名称

介護保険事業所番号

申請に係る施設 所在地

所在地

名称

代表者職名・氏名

入院患者の定員
（申請に係る病棟又は病室に係るものに限る。）

療養病床を有する病院

療養病床を有する診療所

老人性認知症疾患療養病棟を有する病院

人

人 人

当該申請に係る施設の指定介護療養型医療施設の類型
（該当に○）

入院患者の推定数
（申請にかかる事業を行う部分に限る。）



第10号様式

指定居宅サービス事業所

指定介護予防サービス事業所

介護保険施設

指定（許可）更新申請書

年 月 日

市長 様

申請者

　  介護保険法に規定する事業所（施設）に係る指定（許可）の更新を受けたいので、下記のとおり、

関係書類を添えて申請します。

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

電話番号 （内線） ＦＡＸ番号

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

備考

別添 1 誓約書（参考様式6）
2 介護支援専門員一覧（参考様式7）

介護保険事業所番号

（郵便番号

住所

管
理
者

生年月日

フリガナ

氏名

（郵便番号

事
 

業
 

所

事業等の種類

指定有効期間満了日

主たる事務所の
所在地

当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するとき

フリガナ

名称

所在地

フリガナ

名称

（郵便番号

代表者の住所

フリガナ

名称

神戸

（郵便番号

フリガナ

名称

所在地

生年月日

1　様式右上の申請者と様式中央の申請者欄の所在地情報は必ず一致させる必要はありません。また、申請
者欄の所在地情報は、基本 登記事項証明書の内容を記載しますが、建物名や部屋番号の記入も可能で
す。
2  電子申請届出システムを利用する際は、「事業等の種類」に該当する付表を入力してください。
3  「当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するとき」の対象が２
つ以上の場合は、付表に該当する事業所を記入してください。

代表者職名・氏名

申
　
請
　
者

職名

連絡先

主たる事務所の
所在地

Email

代表者の職名・氏名・
生年月日

（郵便番号

氏　名


